
浜松市下水道事業会計補正予算書

令和7年2月19日提出

令 和 ６ 年 度
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第１条

第２条

の予定量を、次のとおり補正する。

(1) 14,416 ha △ 7 ha 14,409 ha

(2) 93,600,000 ㎥ 2,990,000 ㎥ 96,590,000 ㎥

(3) 256,438 ㎥ 8,192 ㎥ 264,630 ㎥

(4)

5,201,326 千円 △ 246,150 千円 4,955,176 千円

第３条

第１款　 21,172,772 千円 △ 475,710 千円 20,697,062 千円

第１項 12,724,014 千円 △ 135,560 千円 12,588,454 千円

第２項 8,436,111 千円 △ 340,185 千円 8,095,926 千円

第３項 12,647 千円 35 千円 12,682 千円

第１款　 19,332,942 千円 △ 530,636 千円 18,802,306 千円

第１項 17,246,478 千円 △ 666,583 千円 16,579,895 千円

第２項 2,041,893 千円 135,947 千円 2,177,840 千円

排 水 面 積

第13号議案

令和６年度浜松市下水道事業会計補正予算（第４号）

（補正予定量）

公 共 下 水 道 事 業

主要な建設改良事業

（計）

令和６年度浜松市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務

令和６年度浜松市下水道事業会計の補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。

（既決予定量）

年 間 総 処 理 水 量

（既決予定額） （計）

収　　　　　　　　入

（補正予定額）

営 業 費 用

営 業 外 費 用

下 水 道 事 業 収 益

千円 355,158

予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。

370,555 千円

（科　　　目）

１ 日 平 均 処 理 水 量

特 定 環 境 保 全
公 共 下 水 道 事 業

特 別 利 益

下 水 道 事 業 費 用

営 業 外 収 益

営 業 収 益

支　　　　　　　　出

千円△ 15,397
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第４条

第１款　 10,483,337 千円 △ 149,313 千円 10,334,024 千円

第１項 6,306,200 千円 △ 35,600 千円 6,270,600 千円

第２項 927,664 千円 △ 190 千円 927,474 千円

第３項 2,950,895 千円 △ 62,181 千円 2,888,714 千円

第４項 135,133 千円 △ 14,348 千円 120,785 千円

第５項 62,194 千円 △ 37,994 千円 24,200 千円

第８項 - 千円 1,000 千円 1,000 千円

第１款　 20,066,831 千円 △ 108,515 千円 19,958,316 千円

第１項 5,837,302 千円 △ 262,423 千円 5,574,879 千円

第２項 2,066,040 千円 154,098 千円 2,220,138 千円

第３項 12,163,489 千円 △ 190 千円 12,163,299 千円

第５条

とおり追加する。

予算第４条本文括弧書中、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

「 9,583,494 千 円 」 を 「 9,624,292 千 円 」 に 、 当 年 度 分 消 費 税 及 び 地 方

（科　　　目） （補正予定額） （計）

消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 「 299,210 千 円 」 を 「 241,467 千 円 」 に 改 め 、

資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

事　　　　　項 期　　　　　間 限　　度　　額

収　　　　　　　　入

出 資 金

（既決予定額）

資 本 的 収 入

企 業 債

国 庫 支 出 金

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

その他資本的収入

当年度分損益勘定留保資金「 4,626,472千円」を「 4,725,013千円」に改め、

受 益 者 負 担 金

コンセッション
整 備 事 業 費

令　和　７　年　度　ま　で

令　和　６　年　度　か　ら

管 き ょ 等 緊 急 対 応
業 務 事 業 費

資 本 的 支 出

予算第５条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額を次の

工 事 負 担 金

66,000 千円 

支　　　　　　　　出

41,613 千円 

令　和　７　年　度　ま　で

66,377 千円 管きょ調査業務委託費

終 末 処 理 場 設 備 維 持
管 理 業 務 委 託 費

9,834 千円 

令　和　７　年　度　ま　で

令　和　６　年　度　か　ら
令　和　７　年　度　ま　で

令　和　６　年　度　か　ら

令　和　６　年　度　か　ら
令　和　７　年　度　ま　で

令　和　６　年　度　か　ら
113,498 千円 

令　和　７　年　度　ま　で

終 末 処 理 場
産 業 廃 棄 物 収 集
運 搬 業 務 委 託 費

令　和　６　年　度　か　ら
56,724 千円 

マ ン ホ ー ル ポ ン プ 等
保 守 点 検 及 び 運 転
管 理 業 務 委 託 費

終 末 処 理 場 放 流 水
分 析 業 務 委 託 費
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第６条 予算第９条に定めた経費の金額を、次のとおり補正する。

(1) 918,892 千円 △ 33,255 千円 885,637 千円

令和7年2月19日提出

静岡県浜松市長 中　野　祐　介

終 末 処 理 場
薬 品 購 入 経 費

令　和　６　年　度　か　ら
12,263 千円 

令　和　７　年　度　ま　で

10,878 千円 
令　和　７　年　度　ま　で

4,730 千円 
令　和　７　年　度　ま　で

浜 北 中 央 北
土 地 区 画 整 理 事 業
雨 水 き ょ 整 備 工 事 費

令　和　６　年　度　か　ら
110,000 千円 

令　和　７　年　度　ま　で

事　　　　　項 期　　　　　間 限　　度　　額

令　和　７　年　度　ま　で

終 末 処 理 場 焼 却 灰
処 分 業 務 委 託 費

2,520 千円 

5,324 千円 
令　和　７　年　度　ま　で

除 害 施 設 等
水 質 分 析 業 務 委 託 費

令　和　６　年　度　か　ら

19,200 千円 
令　和　８　年　度　ま　で

下 水 道 施 設
賠 償 責 任 保 険 料

令　和　６　年　度　か　ら

建 設 資 材 等 価 格
特 別 調 査 業 務 委 託 費

令　和　６　年　度　か　ら

令　和　６　年　度　か　ら

中 部 浄 化 セ ン タ ー
電 気 設 備 改 良 工 事 費

令　和　６　年　度　か　ら

（補正予定額）

職 員 給 与 費

（計）（科　　　目） （既決予定額）
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記載し、表罫二本線（＝）で議決科目と執行科目の区分を明確化したものである。

補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書

この説明中、予算実施計画の収入、支出及び予算明細書の収入、支出については、
予算審議の便に供するため、議決科目である款項を予算執行科目の目節と同時に
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既 決 予 定 額

千円 千円 千円

 1 下水道事業収益 21,172,772 △ 475,710 20,697,062 

 1 営業収益 12,724,014 △ 135,560 12,588,454 

 1 下水道使用料 10,250,000 9,000 10,259,000 

 2 他会計負担金 2,339,495 △ 150,779 2,188,716 

 4 運営権者更新投資収益 9,519 6,219 15,738 

 2 営業外収益 8,436,111 △ 340,185 8,095,926 

1 受取利息及び配当金 789 7,010 7,799 

2 他会計負担金 2,492,035 △ 102,305 2,389,730 

4 長期前受金戻入 5,782,126 △ 202,640 5,579,486 

5 国庫補助金 66,272 △ 40,055 26,217 

6 雑収益 49,403 △ 2,195 47,208 

 3 特別利益 12,647 35 12,682 

2 過年度損益修正益 1 13 14 

3 その他特別利益 12,645 22 12,667 

令和６年度浜松市下水道事業会計補正予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

補 正 予 定 額 計款　　項　　目
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既 決 予 定 額

千円 千円 千円

 1 下水道事業費用 19,332,942 △ 530,636 18,802,306 

 1 営業費用 17,246,478 △ 666,583 16,579,895 

 1 管きょ費 910,103 926 911,029 

 2 ポンプ場費 414,002 △ 957 413,045 

 3 浄化センター費 2,035,594 △ 128,121 1,907,473 

 4 業務費 384,178 7,109 391,287 

 5 総係費 363,712 △ 34,314 329,398 

 6 減価償却費 12,607,984 △ 175,701 12,432,283 

 7 資産減耗費 530,905 △ 335,525 195,380 

 2 営業外費用 2,041,893 135,947 2,177,840 

 1 支払利息及び企業債取扱諸費 1,663,946 △ 55,079 1,608,867 

4 消費税及び地方消費税 321,846 191,369 513,215 

5 雑支出 10,555 △ 343 10,212 

支　　　出

補 正 予 定 額 計款　　項　　目
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既 決 予 定 額

千円 千円 千円

 1 資本的収入 10,483,337 10,334,024 

 1 企業債 6,306,200 △ 35,600 6,270,600 

 1 企業債 6,306,200 △ 35,600 6,270,600 

2 出資金 927,664 △ 190 927,474 

 1 他会計出資金 927,664 △ 190 927,474 

3 国庫支出金 2,950,895 △ 62,181 2,888,714 

 1 国庫補助金 2,950,895 △ 62,181 2,888,714 

4 受益者負担金 135,133 △ 14,348 120,785 

 1 受益者負担金 135,133 △ 14,348 120,785 

5 工事負担金 62,194 △ 37,994 24,200 

 1 工事負担金 62,194 △ 37,994 24,200 

8 その他資本的収入 - 1,000 1,000 

 1 その他資本的収入 - 1,000 1,000 

△ 149,313 

資本的収入及び支出

収　　　入

補 正 予 定 額 計款　　項　　目
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既 決 予 定 額

千円 千円 千円

 1 資本的支出 20,066,831 19,958,316 

 1 建設改良費 5,837,302 5,574,879 

 1 公共整備事業費 3,281,662 3,040,743 

 2 単独整備事業費 1,919,664 △ 5,231 1,914,433 

 3 特定環境保全公共整備事業費 102,095 △ 17,206 84,889 

 4 特定環境保全単独整備事業費 268,460 1,809 270,269 

6 受益者負担金徴収業務費 47,945 △ 876 47,069 

2 コンセッション整備事業費 2,066,040 154,098 2,220,138 

1 コンセッション整備事業費 2,066,040 154,098 2,220,138 

3 企業債償還金 12,163,489 △ 190 12,163,299 

 1 企業債償還金 12,163,489 △ 190 12,163,299 

△ 108,515 

△ 262,423 

△ 240,919 

支　　　出

補 正 予 定 額 計款　　項　　目

-11-



　（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

1,654,234

12,432,283

188,220

203

10,491

1,398

△ 125,000

△ 15,738

△ 5,579,486

△ 7,799

1,608,867

168,113

△ 1,474,897

未払消費税等の増減額（△は減少） 513,215

△ 34,304

△ 406,342

　小計 8,933,458

利息及び配当金の受取額 7,799

△ 1,608,867

　業務活動によるキャッシュ・フロー 7,332,390

利息の支払額

その他資産の増減額（△は増加）

その他負債の増減額（△は減少）

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

受取利息及び配当金

支払利息

下水道使用料貸倒引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

繰延運営権対価収益額

運営権者更新投資収益額

減価償却費

固定資産除却損

令和６年度浜松市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

当年度純利益
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２　投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 9,766,958

2

4,209,875

22,000

120,285

1,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,413,796

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入による収入 7,000,000

一時借入の返済による支出 △ 7,000,000

7,888,300

△ 12,163,299

927,474

101,250

△ 325

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,246,600

△ 1,328,006

8,567,702

7,239,696

一般会計からの出資による収入

工事負担金による収入

受益者負担金による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

その他資本的収入

運営権対価による収入

現金預金期末残高

リース債務支払額

現金預金増加・減少額

現金預金期首残高

有形固定資産の取得による支出

国庫補助金による収入

有形固定資産の売却による収入
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１　総　　　括

補　正　後

当 補　正　前

の 比      較

補　正　後

補　正　前

比      較

注　 ( )内は、再任用短時間勤務職員数及び短時間勤務の会計年度任用職員数の合計を外書きしたものである。

千円千円千円

742,073 143,564 885,637

千円千円千円

           千円 千円

内

14,485

12,498 13,169

13,085

千円 千円 千円

手    当 手    当

13,351 7,459 7,110

訳

手

単身赴任

区　　　分

区　　　分

千円           千円

給　　与　　費　　明　　細　　書　(　補　正　)　

職　員　数 給　　　　与　　　　費
法　  定

合　　計
特別職 手　当

区　　　分
給　料一般職 報　酬

△ 34,432 △ 41,784 8,529 △ 33,255

計

440,286

福 利 費

343,571

特殊勤務

△ 2

(19)

95

135,035 918,892783,857

時 間 外

432,934 309,139
(19)

(0)

地域手当 通勤手当 住居手当

△ 7,352

人

15,785

0 1,300

管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当

1,161

719

7198,618 8,271

千円

△ 182 1,159

6,137 100,791 80,245

宿日直手当

千円

11

626 △ 485 △ 102 △ 37,322

11

0

5,511 101,276 80,347

勤務手当

97

扶養手当

100,217

62,895

千円 千円 千円

△ 587

補　正　後

補　正　前

比　　　較

人
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ア　会計年度任用職員以外の職員

補　正　後

当 補　正　前

の 比      較

補　正　後

補　正　前

比      較

イ 会計年度任用職員

補　正　後

当 補　正　前

の 比      較

補　正　後

補　正　前

比      較

注　 ( )内は、短時間勤務の会計年度任用職員数を外書きしたものである。

0

0

0
比　　　較 △ 3,829 △ 1,095

25,686

補　正　後

24

0 32

区　　　分
職　員　数 給　　　　与　　　　費 法　  定

合　　計
特別職 一般職 報　酬 給　料

761,383 131,823

手　当 計 福 利 費

補　正　後

95

補　正　前 423,086 338,297 893,206(10)

97

比　　　較 △ 3,523 △ 33,337 △ 36,860 8,979 △ 27,881(1)

△ 2

区　　　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当
単身赴任 特殊勤務 時 間 外
手    当 手    当 勤務手当

手
千円 千円 千円 千円           千円

12,498 13,169 8,500 8,271 695

7,187 7,110 695

           千円           千円

15,627

14,359

△ 587 △ 182 1,313 1,161 0 1,268

13,085 13,351

内 区　　　分 管理職手当 宿日直手当 期末手当 勤勉手当 退職手当

訳
千円 千円 千円 千円 千円

6,137 11 97,854 79,303 62,895

5,511 11 97,675 79,096 100,217

626 0 179 207 △ 37,322

3,212(9)

千円

区　　　分
給　　　　与　　　　費 法　  定職　員　数

千円 千円

給　料

補　正　前 17,200 5,274 22,474

手　当 計

13,371

千円

△ 4,924 △ 450 △ 5,374

住居手当
単身赴任

千円

特殊勤務

24

区　　　分 扶養手当 地域手当 通勤手当

手
千円 千円 千円

時 間 外
手    当 手    当 勤務手当

           千円

158

           千円           千円

118

126

△ 154

内 区　　　分 管理職手当 宿日直手当 期末手当

272

勤勉手当 退職手当

訳
千円 千円 千円 千円 千円

2,937 942

3,601 1,251

△ 664 △ 309

特別職 一般職

人 人

(8)

(△ 1)

人 人 千円 千円 千円

304,960419,563
(11)

千円 千円 千円

865,325140,802724,523

千円

注　 ( )内は、再任用短時間勤務職員数を外書きしたものである。

千円

20,312

報　酬

2,76217,5504,179

合　　計
福 利 費
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２　給料及び手当の増減額の明細

区分 増減額

千円 千円

給料 △ 7,352  1　給与改定に

  伴う増減分

 2　昇給に

  伴う増加分

 3　その他の増 △ 7,352 職員の変動等に係る増減分 職員数の異動状況
  減分 △ 7,352 千円 (19) 

　補正後職員数 95人

(19) 

　補正前職員数 97人

(0) 
　増　　　　減   △2人

手当 △ 34,432  1　制度改正に

  伴う増減分

 2　その他の増 △ 34,432 扶 養 手 当 △ 587 千円

  減分 地 域 手 当 △ 182 千円

通 勤 手 当 1,159 千円

住 居 手 当 1,161 千円

単 身 赴 任 手 当 千円

特 殊 勤 務 手 当 0 千円

時間外勤務手当 1,300 千円

管 理 職 手 当 626 千円

宿 日 直 手 当 0 千円

期 末 手 当 △ 485 千円

勤 勉 手 当 △ 102 千円

退 職 手 当 △ 37,322 千円

注　 ( )内は、再任用短時間勤務職員数及び短時間勤務の会計年度任用職員数の合計を外書きしたものである。

増減事由別内訳 備　　　　考説　　　　　明

-16-



３　給料及び手当の状況

 (1) 職員１人当たり給与

円 円

円 円

歳 歳

円 円

円 円

歳 歳

 (2) 初　任　給

円 円 円 円
経験年数に応じて 経験年数に応じて

 (3) 級別職員数

人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％

　　注　( )内は、再任用短時間勤務職員数及び構成比を外書きしたものである。
（級別の標準的な職務内容）

構成比職員数 職員数 構成比級 級

課　　長 次　　長

189,079
～ ～

242,127

(2)
計

参　　事

5　級 6　級

専門監 参　　与

8　級

担当課長

9　級区　　　　分 7　級

副 参 事

1・2 級

職　　　　名
事務職員 副 主 幹

主　任

技　　監

主　　幹

副 技 監

課長補佐

計

7

8

2

9

100.0

2.1

1
(9)

4　級

1

(100.0)

9

94

3　級

技術職員

6

7

8

現　　 　在 5.3
6

令和６年10月１日

5

3

4

5

4

5
5

24.5

1

41.5

5.3

23
(2)

2

3

15
(9)
39

(100.0)
100.0

1

(2)
計

4.2

7

8

9

計

1

2
16.0

2.1
7

8

9

1.1

技能労務職

3
41.5

24.5
4

(100.0)

2

1

一般行政職

361,053
平 均 給 与 月 額 379,660

229,705

198,039189,079

一般会計の制度

43.60

一般行政職 技能労務職

2

技能労務職区　　　　　　　分 一般行政職

47.75
令和７年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 337,938

47.50

242,127

397,009
平   均   年   齢 43.85

388,323
353,620

平 均 給 与 月 額 367,415
325,695平 均 給 料 月 額

令和６年10月１日現在

4

3

区　　　　分

平   均   年   齢

1

区　　分 一般行政職 技能労務職

現　　 　在

4.2

16.0

令和７年１月１日
5

5.35
5

6
5.3

高　　校　　卒 198,039

大　　学　　卒 229,705

6

4

(9)
39

15

23

(9)
94

5

2

1

4

(100.0)

1.1

(100.0)

1

(2) (100.0)

1
(100.0)
100.0

(100.0)

100.0

100.0

100.0
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 (4) 昇給

合　　　計 一般行政職 技能労務職

（Ａ） (人） 95 94 1

（Ｂ） (人） 86 85 1

1号給 (人） 3 3

2号給 (人） 1 1

3号給 (人） 3 3

4号給 (人） 61 60 1

5号給 (人）

6号給 (人） 14 14

7号給 (人）

8号給 (人） 4 4

比 率 (％） 90.5 90.4 100.0

（Ａ） (人） 97 96 1

（Ｂ） (人） 93 92 1

1号給 (人） 2 2

2号給 (人）

3号給 (人） 3 3

4号給 (人） 66 65 1

5号給 (人）

6号給 (人） 18 18

7号給 (人）

8号給 (人） 4 4

比 率 (％） 95.9 95.8 100.0

 (5) 特殊勤務手当

全　職　種 一般行政職 技能労務職

(％） 0.2 0.2

(％）

（円）

職 員 数

区　　　　　　　　　　分

昇 給 に 係 る 職 員 数

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

補

正

後

補

正

前

2,454
支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り

(Ｂ）／（Ａ）

支 給 対 象 職 員 の 比 率

区　　　　　　　　　　分

（ 令和７年１月１日現在 ）

平 均 支 給 月 額

号 給 数 別 内 訳

(Ｂ）／（Ａ）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 　調査収納手当・有害物取扱手当・特殊現場作業手当

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

24.2 24.5

2,454
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 (6) 期末手当・勤勉手当

6 月 12 月

 　　　月分  　　　月分 　　　　月分

補　　正　　後 (1.175) (1.225) (2.40)

2.25  2.35  4.60 

補　　正　　前 (1.175) (1.225) (2.40)

2.25  2.35  4.60 

一般会計の制度 (1.175) (1.225) (2.40)

2.25  2.35  4.60 

　　注　( )内は、再任用職員の支給率である。

 (7) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続 25年勤続 35年勤続
の　　者 の　　者 の　　者

月分 月分 月分 月分  定年前早期

支  給  率  等 24.586875 33.27075 47.709 47.709  退職特例措置

 定年前早期

一般会計の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709  退職特例措置

（支給率等）

 (8) その他の手当

扶　養　手　当

地　域　手　当

住　居　手　当

通　勤　手　当 同

一　般　会　計　の
制 度 と の 異 同

同

備　　考

同

同

有

(3％～45％加算)

区　　　分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計
職制上の段階、職務の
級等による加算措置  

有

有

(3％～45％加算)

区　　　分 差　　異　　の　　内　　容

最高限度区　　　分
そ の 他 の

備　　考
加算措置等
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追　加

千円 千円 千円 千円

12,263

10,878

終 末 処 理 場
薬 品 購 入 経 費

12,263
令和６年度から
令和７年度まで

12,263

除 害 施 設 等
水質分析業務委託費

10,878
令和６年度から
令和７年度まで

10,878

56,724

下 水 道 施 設
賠 償 責 任 保 険 料

2,520
令和６年度から
令和７年度まで

2,520 2,520

5,324

終 末 処 理 場
産 業 廃 棄 物 収 集
運 搬 業 務 委 託 費

56,724
令和６年度から
令和７年度まで

56,724

110,000

終 末 処 理 場 焼 却 灰
処 分 業 務 委 託 費

5,324
令和６年度から
令和７年度まで

5,324

41,613

19,200 19,200

浜 北 中 央 北
土 地 区 画 整 理 事 業
雨水 き ょ 整 備工事費

110,000
令和６年度から
令和７年度まで

中 部 浄 化 セ ン タ ー
電気設備改良工事費

19,200

令和６年度から
令和７年度まで

41,613

令和６年度から
令和７年度まで

4,730
建 設 資 材 等 価 格
特別調査業務委託費

4,730

110,000

千円

管 き ょ 等 緊 急 対 応
業 務 事 業 費

66,000
令和６年度から
令和７年度まで

66,000

債務負担行為に関する調書（補正）

事　　　　項 限 度 額

前年度末までの 当 該 年 度 以 降 の

左の財源内訳支払義務発生 支 払 義 務 発 生

( 見 込 ) 額 予 定 額

令和６年度から
令和７年度まで

113,498 113,498

令和６年度から
令和７年度まで

令和６年度から
令和８年度まで

4,730

9,834
令和６年度から
令和７年度まで

9,834

その他

66,000

期　間 金　額 期　　間 企業債
国　庫
補助金

金　額

千円

66,377管きょ調査業務委託費

終末処理場設備維持
管 理 業 務 委 託 費

41,613

66,37766,377

マ ン ホ ー ル ポ ン プ 等
保 守 点 検 及 び 運 転
管 理 業 務 委 託 費

113,498

終 末 処 理 場 放 流 水
分 析 業 務 委 託 費

9,834
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（単位：千円）

１

647,506,831

△ 331,657,763 315,849,068

315,849,068

538

1,170,436

△ 14,559 1,155,877

317,005,483

２

7,239,696

1,756,519

△ 5,508 1,751,011

15

1,100

8,991,822

325,997,305

３

イ 112,157,695

112,157,695

100,587

イ 750,254

750,254

113,008,536

４

イ 11,328,252

11,328,252

流 動 負 債

(1) 企 業 債

建設改良等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

建設改良等の財源に
充てるための企業債

(3) 引 当 金

(3) 立 替 金

企 業 債 合 計

固 定 負 債

(1) 企 業 債

負　　債　　の　　部

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

(1) 現 金 預 金

未 収 金(2)

令和６年度浜松市下水道事業予定貸借対照表

（令和7年3月31日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

(1) 有 形 固 定 資 産

(2)

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

(3) 投資その他の資産

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

(4) そ の 他 流 動 資 産

資 産 合 計

(2) 長 期 未 払 金

固 定 負 債 合 計

引 当 金 合 計

退職給付引当金
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3,889,192

61,402

イ 73,918

73,918

12,645

12,832

15,378,241

５

280,103,218

△ 152,657,447 127,445,771

2,500,000

△ 875,000 1,625,000

454,846

△ 40,607 414,239

129,485,010

257,871,787

６ 62,576,617

７

イ 1,201,604

ロ 521,235

1,722,839

イ 3,826,062

3,826,062

5,548,901

68,125,518

325,997,305

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

資 本 金

(1) 資 本 剰 余 金

剰 余 金 合 計

国 庫 補 助 金

(5) 前 受 収 益

流 動 負 債 合 計

(6) そ の 他 流 動 負 債

(4) 引 当 金

資 本 剰 余 金 合 計

受贈財産評価額

(2) 利 益 剰 余 金

収 益 化 累 計 額

(2) 繰 延 運 営 権 対 価

(3) 運営権者更新投資

(1) 長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

利 益 剰 余 金 合 計

収 益 化 累 計 額

剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

繰 延 収 益

(2) 未 払 金

(3) 未 払 費 用
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注記

Ⅰ．重要な会計方針

1 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　定額法による。

・主な耐用年数

建物 10～50年

構築物 10～60年

機械及び装置 　　20年

メーター 　　 8年

車両運搬具  5～15年

工具器具及び備品  2～17年

(2) 無形固定資産

　定額法による。

(3) リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引）

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。

2 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

(2) 賞与引当金

　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため、翌年

度4月1日に在職する職員における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計

上している。

(3) 貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

破産更生債権及び貸倒懸念債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上している。

3 消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

1 引当金の取崩し

(1) 退職給付引当金の取崩し

　退職手当を支給するため、退職給付引当金 62,692千円の取り崩しを行う。

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における職員手当の要支給額に相当

する金額を計上している。
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(2) 賞与引当金の取崩し  

　期末・勤勉手当及びこれに係る法定福利費として 200,634千円を支出するため、賞与引

当金 63,405千円の取り崩しを行う。

2 重要な非資金取引

(1) 農業集落排水事業統合

令和6年4月1日の農業集落排水事業統合による資産及び負債の継承に伴う影響額は

次のとおりである。

固定資産 2,392,105千円

流動資産 4,597千円

資産合計 2,396,702千円

固定負債 263,918千円

流動負債 60,953千円

繰延収益 1,372,689千円

負債合計 1,697,560千円

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

リース取引の処理方法

　リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理を行っている。

　リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理を行っている。 　　　　　　　　　

Ⅳ．その他の注記

1 浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業に係る会計処理

(1) 概要

事業名　　浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業

事業期間　平成30年4月1日～令和20年3月31日（20年間）

(2) 公共施設等運営権実施契約書に定められた運営権対価の総額、受取方法及び受取期間（税込

表記）

総額 2,700,000千円

受取方法 前払金として運営権対価を4で除した額（675,000千円）

　 分割金として運営権対価から前払金を減じた額（毎年度 101,250千円）

受取期間 前払金は平成30年3月30日までに受取

分割金は各事業年度の初日の直前の営業日までに受取
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(3) 運営権対価の収益化の方法（税抜表記）

運営権対価受取総額（2,500,000千円）を総事業期間（20年間）で除した額（125,000千円）

を事業開始後毎年度均等に収益化。

2 セグメント情報に準じる内容

(1) 概要

浜松市下水道事業会計は、公共下水道事業と農業集落排水事業を運営しており、各事業

で運営方針等を決定している。

なお、各事業の内容は以下のとおりである。

(2) 事業ごとの営業収益等

令和6年度（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

（単位：千円）
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参 考

令 和 ６ 年 度

浜松市下水道事業会計補正予算明細書
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令和６年度浜松市
収益的収入

収

千円 千円 千円

 1 下水道事業収益 21,172,772 △ 475,710 20,697,062 

 1 営業収益 12,724,014 △ 135,560 12,588,454 

1 下水道使用料 10,250,000 9,000 10,259,000 

 2 他会計負担金 2,339,495 △ 150,779 2,188,716 

4 運営権者更新投資収益 9,519 6,219 15,738 

 2 営業外収益 8,436,111 △ 340,185 8,095,926 

 1 受取利息及び配当金 789 7,010 7,799 

 2 他会計負担金 2,492,035 △ 102,305 2,389,730 

4 長期前受金戻入 5,782,126 △ 202,640 5,579,486 

5 国庫補助金 66,272 △ 40,055 26,217 

6 雑収益 49,403 △ 2,195 47,208 

 3 特別利益 12,647 35 12,682 

2 過年度損益修正益 1 13 14 

3 その他特別利益 12,645 22 12,667 

計 21,172,772 △ 475,710 20,697,062 

款　　項　　目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計
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下水道事業会計補正予算
及び支出

入

千円

下水道使用料 10,000 

農業集落排水処
理施設使用料

△ 1,000 

一般会計負担金 △ 150,779 

運営権者更新投
資

6,219 

預金利息 7,010 

一般会計負担金 △ 102,305 

受贈財産評価額 △ 2,247 

国庫補助金 △ 191,545 

工事負担金 △ 504 

受益者負担金 △ 8,342 

他会計補助金 △ 3 

寄付金 1 

国庫補助金 △ 40,055 

雑収益 △ 2,195 

過年度損益修正
益

13 

賞与引当金戻入
益

22 

汚水処理費に対する一般会計からの負担金の補正

工事負担金に係る長期前受金の戻入の補正

受益者負担金に係る長期前受金の戻入の補正

他会計補助金に係る長期前受金の戻入の補正

管きょ費等に対する国庫補助金の補正

附 記

下水道使用料収入の追加

運営権者更新投資の償却に係る収益の追加

寄附金に係る長期前受金の戻入の追加

賞与引当金の精算に伴う戻入の追加

過年度分に係る収益の追加

預金利息の追加

受贈財産評価額に係る長期前受金の戻入の補正

雨水処理費等に対する一般会計からの負担金の補正

農業集落排水処理施設使用料収入の補正

各 目 明 細

節 金 額

国庫補助金に係る長期前受金の戻入の補正
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支

千円 千円 千円

 1 下水道事業費用 19,332,942 △ 530,636 18,802,306 

 1 営業費用 17,246,478 △ 666,583 16,579,895 

 1 管きょ費 910,103 926 911,029 

 2 ポンプ場費 414,002 △ 957 413,045 

 3 浄化センター費 2,035,594 △ 128,121 1,907,473 

 4 業務費 384,178 7,109 391,287 

款　　項　　目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計
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千円

△ 245 下水道管きょの維持管理に要する経費の追加

△ 121   1 人件費 926千円 

1,303   (1) 職員 926千円 

△ 11 

△ 957 ポンプ場の管理運営に要する経費の補正

  1 施設管理運営費 △ 957千円 

  (1) 委託料 △ 957千円 

△ 190 浄化センターの管理運営に要する経費の補正

787   1 人件費 2,635千円 

1,783   (1) 会計年度任用職員 △ 3,125千円 

255   (2) 職員 1,737千円 

△ 59,756     (3) 再任用短時間勤務職員 4,023千円 

△ 20,000   2 施設管理運営費 △ 130,756千円 

△ 50,000   (1) 委託料 △ 59,756千円 

△ 1,000   (2) 手数料 △ 20,000千円 

  (3) 動力費 △ 50,000千円 

  (4) 薬品費 △ 1,000千円 

△ 1,379 下水道使用料徴収及び排水設備業務に要する経費の補正

1,436   1 下水道使用料徴収業務費 4,317千円 

2,364   (1) 下水道使用料徴収業務負担金 4,313千円 

371   (2) 貸倒引当金繰入額 4千円 

手当等

委託料

賞与引当金繰入
額

出

各 目 明 細

節 金 額 附 記

委託料

給料

法定福利費

手数料

手当等

給料

給料

法定福利費

薬品費

賞与引当金繰入
額

動力費

法定福利費

賞与引当金繰入
額

手当等
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千円 千円 千円

 5 総係費 363,712 △ 34,314 329,398 

 6 減価償却費 12,607,984 △ 175,701 12,432,283 

 7 資産減耗費 530,905 △ 335,525 195,380 

 2 営業外費用 2,041,893 135,947 2,177,840 

 1 支払利息及び企業債取扱諸費 1,663,946 △ 55,079 1,608,867 

4 消費税及び地方消費税 321,846 191,369 513,215 

5 雑支出 10,555 △ 343 10,212 

計 19,332,942 △ 530,636 18,802,306 

款　　項　　目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計
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千円

4,313   2 排水設備業務費 2,792千円 

4   (1) 人件費 2,792千円 

  ア 会計年度任用職員 △ 2,570千円 

  イ 職員 1,689千円 

  ウ 再任用短時間勤務職員 3,673千円 

△ 455 事業活動全般に関連する管理運営経費の補正

△ 195   1 人件費 △ 36,227千円 

503   (1) 会計年度任用職員 68千円 

1,242   (2) 職員 1,214千円 

△ 37,322   (3) 再任用短時間勤務職員 △ 187千円 

△ 498   (4) 退職給付費 △ 37,322千円 

△ 132 　ア　退職給付引当金 △ 37,322千円   △ 37,322千円   

3,255   2 各種負担金 3,255千円 

△ 712   3 一般諸経費 △ 1,342千円 

△ 175,339 

△ 362 

△ 335,525 固定資産の除却に要する経費の補正

△ 55,080 

1 

191,369 消費税及び地方消費税納付額の追加

△ 343 

無形固定資産減
価償却費

有形及び無形固定資産の減価償却費の補正

企業債手数料及
び取扱諸費

既往債に対する償還利息等の補正

有形固定資産減
価償却費

手数料

法定福利費

給料

旅費

保険料

負担金

その他雑支出

節 金 額 附 記

賞与引当金繰入
額

退職給付費

手当等

固定資産除却費

消費税及び地方
消費税

各 目 明 細

貸倒引当金繰入
額

企業債利息

負担金
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資本的収入

収

千円 千円 千円

 1 資本的収入 10,483,337 10,334,024 

 1 企業債 6,306,200 △ 35,600 6,270,600 

 1 企業債 6,306,200 △ 35,600 6,270,600 

 2 出資金 927,664 △ 190 927,474 

 1 他会計出資金 927,664 △ 190 927,474 

 3 国庫支出金 2,950,895 △ 62,181 2,888,714 

 1 国庫補助金 2,950,895 △ 62,181 2,888,714 

4 受益者負担金 135,133 △ 14,348 120,785 

 1 受益者負担金 135,133 △ 14,348 120,785 

 5 工事負担金 62,194 △ 37,994 24,200 

 1 工事負担金 62,194 △ 37,994 24,200 

8 その他資本的収入 - 1,000 1,000 

 1 その他資本的収入 - 1,000 1,000 

補 正 予 定 額

△ 149,313 

款　　項　　目 既 決 予 定 額 計

計 10,483,337 10,334,024 △ 149,313 

-34-



及び支出

入

千円

下水道事業債 △ 63,800 

特定環境保全下
水道事業債

28,200 

一般会計出資金 △ 190 

公共下水道事業
費補助金

△ 85,943 

特定環境保全公
共下水道事業費
補助金

23,762 

受益者負担金 △ 14,348 

工事負担金 △ 37,994 

寄附金 1,000 

公共下水道事業費に対する国庫補助金の補正

各 目 明 細

節

管きょ整備事業費に係る工事負担金の補正

特定環境保全公共下水道事業費に充当するための借入金の追加

農業集落排水事業に対する一般会計出資金の補正

公共下水道事業費等に係る受益者負担金の補正

特定環境保全公共下水道事業費に対する国庫補助金の追加

公共下水道事業費に充当するための借入金の補正

附 記金 額

企業版ふるさと納税に係る寄附金の追加

-35-



支

千円 千円 千円

 1 資本的支出 20,066,831 19,958,316 

 1 建設改良費 5,837,302 5,574,879 

 1 公共整備事業費 3,281,662 3,040,743 

 2 単独整備事業費 1,919,664 △ 5,231 1,914,433 

△ 108,515 

△ 262,423 

△ 240,919 

款　　項　　目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計
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千円

△ 3,962 国庫補助事業で施行する公共下水道事業費の補正

△ 922   1 管きょ整備事業費 △ 60,622千円 

825   (1) 人件費 △ 2,977千円 

186,288 　ア　会計年度任用職員 96千円 

　イ　職員 △ 3,073千円 

  (2) 委託料 197,233千円 

  (3) 工事請負費 △ 254,878千円 

  2 終末処理場施設整備事業費 △ 180,297千円 

  (1) 人件費 △1,082千円 

　ア　職員 △ 1,067千円 

　イ　再任用短時間勤務職員 △ 15千円 

  (2) 委託料 △10,945千円 

  (3) 工事請負費 △ 168,270千円 

△ 1,514 単独事業で施行する公共下水道事業費の補正

△ 668   1 起債対象事業費 △ 1,117千円 

1,286   (1) 人件費 △ 1,117千円 

旅費 △ 507 　ア　職員 △ 1,120千円 

△ 3,828 　イ　再任用短時間勤務職員 3千円 

  2 起債対象外事業費 △ 4,114千円 

  (1) 人件費 221千円 

　ア　職員 221千円 

法定福利費

△ 423,148 

手当等

手当等

委託料

給料

出

各 目 明 細

給料

附 記金 額

法定福利費

委託料

工事請負費

節
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千円 千円 千円

3 特定環境保全公共整備事業費 102,095 △ 17,206 84,889 

4 特定環境保全単独整備事業費 268,460 1,809 270,269 

6 受益者負担金徴収業務費 47,945 △ 876 47,069 

2 コンセッション整備事業費 2,066,040 154,098 2,220,138 

1 コンセッション整備事業費 2,066,040 154,098 2,220,138 

3 企業債償還金 12,163,489 △ 190 12,163,299 

1 企業債償還金 12,163,489 △ 190 12,163,299 

計 20,066,831 △ 108,515 19,958,316 

款　　項　　目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計
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千円

  (2) 委託料 △ 3,828千円 

  (3) 一般諸経費 △ 507千円 

給料 93 国庫補助事業で施行する特定環境保全公共下水道事業費の補正

手当等 268   1 管きょ整備事業費 △ 9,206千円 

法定福利費 26   (1) 人件費 387千円 

工事請負費 △ 17,593 　ア　職員 387千円 

  (2) 工事請負費 △ 9,593千円 

  2 終末処理場施設整備事業費 △ 8,000千円 

  (1) 工事請負費 △ 8,000千円 

手当等 280 単独事業で施行する特定環境保全公共下水道事業費の追加

工事請負費 1,529   1 起債対象事業費 1,809千円 

  (1) 人件費 280千円 

　ア　職員 280千円 

  (2) 工事請負費 1,529千円 

300 受益者負担金徴収業務に要する経費の補正

175   1 人件費 597千円 

法定福利費 122   (1) 会計年度任用職員 157千円 

報償費 △ 1,473   (2) 職員 440千円 

  2 受益者負担金納期前納付報奨金 △ 1,473千円 

154,098 

△ 190 

附 記

浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業に係る整備事業
費の追加

金 額

コンセッション
整備事業費

企業債償還金

各 目 明 細

給料

手当等

節

既往債に対する償還元金の補正
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この冊子は再生紙を使用しています。
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